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第５回のテーマは、デジタル課税（Digital Taxation）です。 
 

※登場人物  Ａくん、Ｂさん ：法学部の学生 

Ｃ先生  ：法学部の先生 

 

Ｃ先生：  デジタル課税の話に入る前に、簡単に、前回（第４回）のテーマであ

ったＰＥ（恒久的施設）課税について復習しておきましょう。 

Ａくん、簡単に説明してみてください。 

 

Ａくん：  はい。 

ＰＥ（恒久的施設）とは、非居住者または外国法人が（日本）国内に

有する支店・工場等のことをいいます。恒久的施設を有していない非居住

者・外国法人の事業に対しては課税されません。このことを、事業所得に

おける「ＰＥ（恒久的施設）なければ課税なし」（No taxation without 

permanent establishment）の原則といいます。 

 

Ｃ先生：  そうですね。それでは、Ｂさん、ＰＥ課税について、国際的に活発な

議論がなされていることを知っていますか。 

 

Ｂさん：  はい。 

前回（第４回）、デジタル化の進展とＰＥ課税のお話が出たので、そ

の後少し調べてみました。 

 

Ｃ先生：  感心です。それでは、説明してください。 

 

Ｂさん：  ２０１０年代の半ば頃から、いくつかの有名な巨大多国籍企業（特に

巨大ＩＴ企業）が居住地国（企業が本拠地を置く国）と源泉地国（所得

の発生国）の双方で経済活動の実態に見合う税負担をしていないという

「二重非課税」の問題が議論されるようになってきました。もともとＩ

Ｔ企業の場合、居住地国以外にＰＥを持つ必要がないケースが少なくあ

りません。したがって、ＩＴ企業がインターネットを通じて経済活動を

行っても、消費者の居住地国では、「ＰＥなければ課税なし」の原則に

より、ＩＴ企業の事業所得に対しては課税することができません。この

ようにＰＥの不存在を根拠とした税負担回避を含め、多国籍企業が国際

的な税制の相違や抜け穴を利用し、軽課税国に利益を移転する等して税

負担の軽減を図る行為は、ベップス（ＢＥＰＳ＝Base Erosion and 

Profit Shifting、税源浸食と利益移転）と呼ばれています。ＢＥＰＳ

は、２１世紀の第１四半期における国際課税の最大の課題であるとも言

われています。 

欧州委員会の試算によれば、大手ＩＴ企業の実効税率は平均９．５％

で、伝統的な企業の平均２３．２％を大きく下回っています。 
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Ａくん：  巨大ＩＴ企業は、脱税（Tax Evasion）をしているのですか。 

 

Ｃ先生：  Ａくん、脱税というのは違法行為ですよ。 

これに対し、巨大ＩＴ企業の行為はルール・制度の枠内にとどまって

います。したがって、節税（Tax Saving）というべきですね。 

 

Ａくん：  失礼しました。しかし、公平性の観点から何か釈然としませんね。 

 

Ｃ先生：  Ａくんの感覚もよくわかります。 

最近の話として、７月１２日、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ= 

Organisation for Economic Co-operation and Development）が、巨大Ｉ

Ｔ企業への課税を強化する多国間条約の大枠をまとめたと発表しました。 

日米欧、中国、インド等を含む１３８か国・地域が、年内に署名し、

２０２５年の発効を目指します。 

この多国間条約の概要を、下図を使って説明します。 

まず、課税の適用対象となるのは、全世界売上高が２００億ユーロ

（約３．１兆円）超、かつ利益率が１０％超の大規模・高利益水準のグロ

ーバル企業です（全世界で１００社程度）。 

次に、適用対象企業の利益率１０％を超える利益のうちの２５％

（「利益Ａ」という。）が、課税根拠を有する市場国間で配分されます。 

利益Ａは、物理的拠点のない市場国にも多国籍企業の利益に対する課

税権を認めるという点で、１９２０年代に形成された国際課税ルールであ

る「ＰＥなければ課税なし」の原則の抜本的な見直しと評されています。

デジタル多国籍企業が適正な税負担をしていないという問題意識を背景に

議論が進められていることから、本件課税は、「デジタル課税」と呼ばれ

ています。 
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Ａくん：  なるほど。 

この多国間条約は、スムーズに発効されそうですか。 

 

Ｃ先生：  残念ながら、すんなり発効に至るのか、わかりません。米国の存在が

大きいのです。 

適用対象となる米国企業グループの数は３１、利益Ａとして再分配さ

れる額は５２９億ユーロで全体の約５８％を占める、と言われています。

米国の署名及び批准が多国間条約実現のカギを握っているのです。 

 

Ａくん：  米国は、２０２４年に大統領選挙を控えていますしね。 

 

Ｃ先生：  そうですね。 

最後になりますが、租税法の勉強は、教科書だけでは不十分です。世

間の動向に対して常にアンテナを張っておく必要があります。 

 

Ａくん：  はい。大変勉強になりました。 

Ｂさん：  はい。私もＡくんと同様、大変勉強になりました。 
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監修：ブレークモア法律事務所 弁護士 比護 正史 

執筆：ブレークモア法律事務所 弁護士 上野 弘一 

 

このコラムにご質問がおありの方は、執筆者までご連絡いただければ、幸いで

す。また、このコラムの意見はあくまでも執筆者の意見であり、幣事務所ブレーク

モア法律事務所の意見ではございません。 
 


